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あ 家計収支 23-1 刑事事件 29-6～8

火災件数 30-3 軽自動車 16-2

ISDN 15-4 火災保険 18-5 けい石 12-2

ICT環境（公立学校） 15-3 火災通報施設 30-2 携帯電話 15-4～5

小豆 9-12 家事審判事件 29-10 刑法犯 29-1～3

あん摩マッサージ指圧師 25-13 家事調停事件 29-11 刑務所 29-13～16

貸出金 18-2 鶏卵 9-14

い 貸出残高 18-1 結核 25-10

可処分所得 23-1 県議会議員選挙 28-4

緯度・経度 1-2 ガス 14-4 兼業（農家数） 9-2～3

育成相談（児童相談所） 24-12 河川 1-6 検挙件数 29-1～2

医師 25-12～13 家族類型 3-13 検挙人員 29-1～2

遺族年金 24-4 学級数 26-1 現金給与 20-11･14

遺族補償 24-7～8 学校給食 25-3 健康診断 25-2

１住宅当たり延べ面積 22-1･4 学校経費 26-22 健康増進（栄養指導） 25-2

一般世帯 3-12～13 学校財源 26-22 県公有財産 6-4

学校数 26-1～2 原子力発電 14-1

学校面積 26-23 源泉所得税 6-10

医療関係者数 25-12 貨幣流通高 5-1 県債現在高 6-3

医療施設従事者 25-13 貨物 16-2 県財政 6-1～2

医療施設数 25-11 火力発電 14-1 県税 6-11

インターネット附随サービス業 15-1 観光客 16-16 建築 13-2

インターネット利用状況 15-2 看護師 25-12～13 県道 16-1

感染症 25-8 県内総生産 4-1

う 完全失業者 20-1 県民経済計算 4-1

完全失業率 20-1 県民所得 4-1

請負契約額 13-1 県立自然公園 1-4,26-25

牛 9-13 き
運転免許 30-5 こ
運動能力 25-5 気温 2-2･3

運輸実績 16-3～6 基幹的農業従事者 9-5･6 公園 1-4,26-25

企業会計歳入歳出決算額 6-1 公害苦情件数 19-5

え 休業補償 24-7～8 公共工事 13-1

牛乳及び乳製品 9-15 工業用水 14-6

映画館 25-6 教育程度別人口 3-10 鉱区数 12-1

衛生教育 25-2 教員数 26-1 鉱区面積 12-1

栄養摂取量 25-1 教室数 26-23 鉱工業指数 12-7～8

FTTH 15-4 行政事件 29-5 工事件数 13-1

塩蔵品 11-8 漁獲量 11-5･7 公衆浴場 25-6

漁業経営 11-9 降水量 2-2･3

お 漁業経営体数 11-1･6 厚生年金保険 24-4

漁業産出額 11-10 拘置所 29-13～16

卸売・小売業 17-1･3～4 漁業就業者数 11-2 耕地面積 9-7

漁港事業 13-1 交通事故 30-5

か 漁船 11-3～4 高等学校 26-11～12

居宅介護サービス受給者 24-6 行動者率 27-7

介護保険 24-6 居宅サービス事業所（介護） 24-11 高等専門学校 26-15

介護補償給付 24-8 銀行券 5-1～2,18-2 公費負担医療給付 24-16

介護保険施設 24-10 銀行預金 18-2 鉱物生産高 12-2

介護療養型医療施設 24-10 金融機関 18-1 公民館 26-24

介護老人福祉施設 24-10 公民館類似施設 26-24

介護老人保健施設 24-10 く 公務災害補償 24-8

海上警備 29-12 広葉樹 10-4～5

海上輸送実績 16-9 空港利用客数 16-14 小売価格 21-3～4

海難 30-6 クリーニング所 25-6 小売業 17-1～6

核家族世帯 3-13 港湾事業 13-1

各種学校 26-18 け 国税 6-10

学生数 26-1･15～16 国籍別人口 3-11

家計 23-1～5 けい砂 12-2 国定公園 1-4,26-25
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国道 16-1 実労働時間数 20-11･14 情報通信機器の保有状況 15-5

国内銀行 18-2 児童虐待相談（児童相談所） 24-13 消防分団 30-2

国宝 27-5 自動車 16-2 消防本部 30-2

国民健康保険 24-1 自動車保険 18-5 消防ポンプ自動車等 30-2

国民年金 24-3 児童数 26-1･7,付-1 消防吏員 30-2

国有林 10-4･6 児童相談所 24-12～13,29-17 消防力 30-2

国立公園 1-4,26-25 児童手当 24-15 乗用 16-2

固定資産 6-8～9 児童福祉 24-12～14 常用雇用指数 20-7

ごみ処理 19-1 児童福祉施設 24-9 将来推計人口 3-2

雇用保険 24-5 し尿処理 19-2 職業紹介状況 20-9

婚姻件数 3-14 死亡数 3-14･16,25-10 食中毒 25-8

死亡率 3-14･18,付-1 食品関係営業施設数 25-7

さ 社会福祉施設 24-9 助産師 25-12～13

収穫量 9-11～12 所定内給与額 20-13～14

サービス料金 21-5 衆議院議員選挙 28-2～3･6 初任給額 20-12

在園者数 26-1･3 就業者 20-1～6 進学者数 26-19

在学者数 26-1 従業者数 8-1～4,12-3～6･ 進学率 26-19

歳出決算額 6-2 17-1～5,付-1 人権侵犯 29-18

歳入歳出決算額 6-1,付-1 宗教団体 27-8 人口 1-8,3-1･3～4

作付面積 9-10～12 就業率 20-1 人口移動数 3-19

酒類消費数量 17-7 15歳以上人口 3-9～10,20-1･8 人口規模別市町村 1-8

参議院議員選挙 28-2～3･5 就職者数 26-19～21 人口構成比 3-6～7

産業廃棄物 19-3 就職率 26-19 人口増減 3-4

産業連関表 4-3 従属人口指数 3-7 人口増減率 3-4

山岳 1-5 住宅数 22-1～6 人口動態 3-14～16

３世代世帯 3-13 住宅地 21-6 人口密度 3-1,付-1

重要文化財 27-5 人工林 10-4

し 宿泊施設 25-6 身体障がい児童の育成医療給付 24-16

出火原因 30-3 身体障害者社会参加支援施設 24-9

CATV 15-4 出国者数 16-17 身体障害者手帳交付台帳登載数 24-17

ジオパーク 1-4,26-25 出生数 3-14～15 身長 25-4

歯科医師 25-12～13 出生性比 3-14 人的被害 30-1

歯科保健 25-2 出生率 3-14,付-1 新聞発行部数 27-3

事業所数 8-1～4,12-3～6･ 主要地方道 16-1 針葉樹 10-4～5

17-1～3,付-1 准看護師 25-12～13 森林蓄積 10-4

市郡別人口 3-5 障害者更生援護 24-17

市郡別面積 3-5 障害者支援施設 24-9 す
資産額（二人以上の世帯） 23-5 障害者総合支援 24-17

死産数 3-14 障害相談（児童相談所） 24-12 水産加工品 11-8

死産率 3-14 障害年金 24-3 水質（公共用水域） 19-4

死者数 30-3･5･7 小学校 26-7～8 水道 14-5

市場 16-12～13 商業 17-1～7,付-1 水力発電 14-1

地震 2-1 使用電力量 14-3 スポーツ施設 25-6

地震保険 18-5 譲渡性預金 18-2 スマートフォン 15-5

史跡名勝 27-5 少年院 29-17

施設介護サービス受給者 24-6 少年鑑別所 29-17 せ
施設等の世帯 3-12 少年犯罪 29-17

自然災害 30-1 職業紹介状況 20-9 生活衛生関係施設数 25-6

自然増減数 3-14 消費支出 23-2 生活保護 24-18

自然増減率 3-14 消費者物価指数 21-1 製材 10-8

市町村財政 6-5～7 消費者物価地域差指数 21-2 生産者価格評価表 4-3

市町村数 1-8,3-5 情報サービス業 15-1 生産農業所得 9-17

市町村税 6-12 消防出張所 30-2 生産林業所得 10-9

市町村道 16-1 消防署 30-2 青少年教育施設 26-24

市町村内総生産 4-2 情報処理・提供サービス業 15-1 精神保健福祉 25-2

市町村民経済計算 4-2 消防水利 30-2 製造業 12-3～6,付-1

市町村民所得 4-2 消防団 30-2 製造品出荷額等 12-3～6,付-1

湿度 2-1 消防団員 30-2 生存数 3-18

疾病 25-9 情報通信 15-1～5 生徒数 26-1･9･11,付-1
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生乳 9-15 中学校 26-9～10 年齢階級別人口 3-6

生命表 3-18 貯蓄現在高 23-3 年齢３区分別人口 3-7,3-8

生命保険契約状況 18-4 賃金指数 20-10 の
積雪量 2-2･3

世帯人員 3-12,22-1 て 農家人口 9-4～5

世帯数 3-1･12～13,22-1,付-1 農家数 9-2～3･7,付-1

世帯の種類 3-12 DSL 15-4 農業協同組合数 9-18

石灰石 12-2 手形交換 18-3 農業経営 9-16

選挙 28-2～7 鉄道 16-7 農業経営体数 9-1

専業（農家数） 9-2～3 鉄道貨物輸送 16-7 農業就業人口 9-5･6

全国健康保険協会管掌健康保険 24-2 鉄道旅客輸送 16-7 農業従事者数 9-5

専修学校 26-17 デフレーター 4-1 農業総産出額 9-17

船舶 16-8･10 転出者 3-19 農業用機械 9-19

電灯 14-3 農作物の作付面積 9-10～12

そ 転入者 3-19 農地 9-8

天然記念物 27-5

倉庫 16-11 天然林 10-4 は
造林面積 10-5 電報 15-4

素材生産量 10-7 電力需要量 14-2 配偶関係別人口 3-9

卒業者数 26-19 電話 15-4～5 博物館 26-24,27-1

ソフトウェア業 15-1 バス 16-2～4

損害保険契約状況 18-5 と パソコン 15-5

発電 14-1

た 登記 29-19～22

倒産件数 8-5 ひ
大学 26-16 投資的経費 6-2･7

投入係数表 4-3 BWA 15-4

道路 16-1 PHS 15-4

体重 25-4 特別会計歳入歳出決算額 6-1 被害総額 30-1

太陽光発電 14-1 特別支援学校 26-13～14 被患率 25-9

体力 25-5 特用林産物生産量 10-7 被疑事件 29-4

タクシー 16-5 都市公園 26-25 非行相談（児童相談所） 24-12

宅地 21-6 図書館 26-24,27-2 １人当たり県民所得 4-1

宅地の平均価格 21-6 土地改良 9-9 １人当たり市町村民所得 4-2

建物火災 30-3 都道府県勢一覧 付-2 病床数 25-11

建物被害 30-1 都道府県別人口 付-2 美容所 25-6

短期大学 26-16 都道府県別世帯数 付-2 非労働力人口 20-1

単独世帯 3-13 都道府県別面積 付-2

鶏 9-13 ふ
ち

な 風速 2-1･3

地域保健事業 25-2 風力発電 14-1

地域密着型サービス事業所 24-11 難病 25-2 付加価値額

福祉事務所 24-14

に 負債

地価変動率 21-6 負債現在高 23-3

畜産 9-13 日照時間 2-1 負傷者数 30-3･5

竹林 10-4 日本銀行 婦人保護施設 24-9

知事選挙 28-4･7 日本銀行勘定（資産・負債勘定） 豚 9-13

地質 1-3 日本銀行券発行高 物件費

地勢 1-3 乳児死亡数 3-14 不動産登記 29-22

地熱発電 14-1 乳児死亡率 3-14 ブロードバンドサービス 15-4

地方気象台 2-1 二輪 16-2 文化財 27-5

地方教育費 26-22 認知件数 29-1～3

地方公務員 28-1 へ
着工建築物 13-2 ね
着工建築物床面積 13-2 平均時間（活動） 27-6

着工新設住宅 13-3 年間商品販売額 17-1～3,付-1 平均余命 3-17～18

着工新設住宅床面積 13-3 年少人口指数 3-7 変遷 1-1･7

耐久消費財の所有数量（二人
以上の世帯）

23-4

地域密着型（介護予防）サー
ビス受給者

24-6
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ほ よ

保安林面積 10-6 要介護認定者 24-6

保育所 養護相談（児童相談所） 24-12

放送受信契約数 27-4 幼稚園 26-3～4

訪問介護 24-11 幼保連携型認定こども園 26-5～6

保健師 25-12～13 預金残高 18-1

保健事業

保健相談（児童相談所） 24-12 り
保護観察 29-17

保護施設 24-9 離婚件数 3-14

母子生活支援施設 リサイクル

母子・父子福祉施設 24-9 り災者数 30-1･3

母子保健（保健指導） 25-2 り災世帯数 30-1･3

舗装率 16-1 離別

補導人員 留学生

保有山林面積 10-1 流通高

保有自動車数 16-2 流動資産

流動負債

み 理容所 25-6

療養補償 24-7～8

未婚 旅客

未熟児の養育医療給付 24-16 旅客自動車

水揚量 旅客収入

民事事件 29-5 旅客船

民事調停事件 29-9 旅券発行件数 16-17

民有林 10-4･6 林業経営体数 10-1

林業産出額 10-9

む 林業労働力 10-2

林産物 10-7

無立木地 林野面積 10-3

め ろ

名目 老人福祉施設 24-9

面積 1-2,3-4,付-1 老人保健

労働組合 20-15～16

も 労働災害 30-4

労働者災害補償保険 24-7

木材 労働者数

木材需給 労働力人口 20-1

持家住宅率 労働力人口比率

持家数 老年化指数 3-7

持家世帯率 老年人口指数 3-7

老齢年金（退職年金） 24-3～4

や

薬剤師 25-12～13

薬局

山

ゆ

有配偶

郵便局数 16-15

輸出 7-1～2

輸入 7-2
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